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場所：県庁講堂 

 

 

次   第 
 

１ 開  会 

 

 

２ 挨  拶 

 

３ 議  事 

（１）建設工事関連  

① 令和５年度の入札制度改善の取組について 

② 令和３年度・４年度の主な入札契約制度改善の取組経過について 

 

資料１ 

資料２ 

 

（２）物品・役務関連  

「山形県物品等及び役務の調達に係る方針」の実施状況及び今後の取

組について 

 

資料３ 

 

（３）その他  

 

４  閉  会 
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公共調達評議委員会で審議 R05.03.22

見直し内容の周知 R05.04

見直した制度の運用開始 R05.07 ～

常任委員会において案を報告 R05.03.09

令和４年度公共調達評議委員会

令和５年３月22日

山形県県土整備部

県における見直し案の検討 ～ R05.02

業務委託の総合評価落札方式におい

て、県測量設計業協会の調整により受

注した市町村発注の災害関係業務（特

に激甚な災害に限る）について、県発

注の災害関係業務に準じた実績の評価

を行い、インセンティブとする。

応援要請

協力依頼

これまで包括的に行っていた総合評価落札方式におけるＩＣＴ

活用工事及び週休２日確保工事を行った技術者の加点評価を独立

して実施し、これら工事の一層の普及拡大を図る。

これらを適用する工事を「土木一式工事」「とび・土工・コン

クリート工事」「舗装工事」の３種類に限定するとともに、施工

地域（７ブロック）の内外の実績によって配点の差を設ける。

他の業務

補償業務

補償コンサルタント業務の総合評価落札

方式における技術者のＣＰＤの取得単位の

評価については、建設コンサルタントなど

他の業務部門に係る単位も評価対象となっ

ているため、本来の業務に関わる技術力が

的確に評価されない可能性がある。

復旧・復興ＪＶ制度を創設し、地域

に精通する地元企業の活用に配慮した

大規模災害時の施工体制を確保する。

被災地域の建設企業の施工力を強化・補完

総合評価落札方式の地域貢献度の評価項目

として過去２年度の「災害復旧工事の受注実

績」と「道路除雪業務の受注実績」を設けて

いるが、関連性が低い施工内容の工事や異な

る地域の発注案件においても一律的に評価し

ているため、工事の種類によってはバランス

を欠く場合がある。

ＩＣＴ活用工事は生産性向上の効果が大き

く、その普及促進が急務であるが、本県では

未だ土木一式工事Ａランク企業のうち３分の

１程度しか施工経験を持っていない。

また、令和６年度からの建設業の労働時間

の上限規制適用を踏まえ、週休２日確保工事

の更なる拡大が必要である。

令和５年度に向けた主な入札契約制度の見直し（案）

県内において極めて大規模な災害が発生し

た場合、工事需要が急増するとともに、地元

企業の被災等により、被災地域内の企業単体

では十分に施工を担えない可能性がある。

こうした中、令和４年５月、被災地域内外

の企業で構成する復旧・復興建設工事共同企

業体（復旧・復興ＪＶ）が、ＪＶの一類型と

して国土交通省の定める「共同企業体運用準

則」に位置付けられた。

山形県では、平成20年７月に制定した「山形県公共調達

基本条例」に基づき、建設工事等に係る入札契約制度の適

切な運用及び見直し・改善に努めている。

令和５年度は、新３Ｋの実現に向け、ＩＣＴ施工の拡大

による生産性向上や、週休２日確保工事の促進等による労

働環境の改善を重視するとともに、激甚化・頻発化する自

然災害への対応力を強化するための制度の見直しを図る。

（基本理念）

➊不正行為の排除

➋公正な競争の確保

➌透明性の確保

➍品質及び価格の適正の考慮

➎建設業者等の育成を踏まえた適切な評価

（県における取組）

基本理念にのっとり、公共調達に係る入札契約

制度を不断に見直し、改善に努める。

［建設工事］（R04.07 ～）

●ＩＣＴ普及モデル工事の試行

［建設工事関連業務委託］（R04.07 ～）

●業務委託における一般競争入札（総合評価落札方式）の活用

（「地域精通企業評価型」の試行）

［工事・業務共通］（R04.07 ～）

●低入札価格調査における失格数値基準の見直し

🔴総合評価における成績評定による評価方法の見直し

入札契約制度の見直し（建設工事及び建設工事関連業務委託）について

※ 山形県公共調達評議委員会で審議予定

復旧・復興ＪＶ制度の創設（➍）

現状と課題

［総合評価］技術者の継続教育（ＣＰＤ※）の評価方法の見直し（➋➍）

［総合評価］災害復旧工事／道路除雪業務実績の評価方法の見直し（➋➍）

公共工事標準契約約款の改正に伴う見直し（➊➍）

見直し案現状と課題 現状と課題

3

山形県公共調達基本条例（H20.07 ～）

※ ６月定例会の建設常任委員会で

「公共調達に係る入札契約制度に関する報告書」

の報告を実施

令和４年度における主な見直しの状況

3K
危険きつい 汚い

3K
給与 休暇 希望

資料１

見直し案

令和４年８月の豪雨災害発生時、置賜地域

における業務が集中し、市町村（町）発注の

災害関係業務について地元の測量／設計会社

等による対応が困難となった。

このため、各自治体からの要請により県測

量設計業協会が他地域の企業に対応を働きか

けたが、遠隔地での業務は負担が大きいこと

から、調整に苦慮する状況となった。

［総合評価］市町村発注の災害関係業務実績の評価（➎）

現状と課題 見直し案

ＣＰＤを評価する際、補償業務では補償コンサルタントＣＰＤ

協議会の取得単位のみを、他の業務では補償以外の分野の認定団

体の取得単位のみを評価対象とする。

中央建設業審議会の勧告に基づき、以下の事項について県契約約款の改正を行う｡

➀災害復旧工事中の不可抗力による損害の負担

災害復旧工事の目的物引渡し前に不可抗力による損害が生じた場合の受注者負

担をゼロとする。（従来は請負代金額の1／100まで受注者負担）

➁建設発生土の搬出先の明確化 … 搬出先を仕様書に定めることを契約書に記載

➂暴力団排除の徹底 … 発注者が直ちに契約を解除できる要件を拡大

➃契約保証の電子化への対応 … 契約保証や前払保証に電子化による方法を導入

［総合評価］ＩＣＴ活用及び週休２日確保工事の促進（➎）

現状と課題 見直し案

見直し案

工事

工事

工事

工事

見直し案

業務5

4

21

6 業務

★ ★★

休2 休2

県下一律★ 地域外★

全工事
土･と･舗
に限る

地域外☆

被災地域の建設企業

対象：大規模災害（特に激甚な災害に限る）の復旧・復興

工事（ＷＴＯ対象工事、特定ＪＶ対象工事を除く）

構成：地元企業を含む２～３社（代表者は原則地元企業）

＋ 地域内外の建設企業

復旧・復興ＪＶ

※ＣＰＤ制度：技術者の資質能力を維持向上するため建設

関係の資格認定団体が実施する継続的な教育プログラム

＊

県測量設計業協会

建設関連業の企業
（被災地域外）

市町村発注の
災害関係業務を実施

地域貢献活動として評価★

激甚な災害の発生

被災地域の市町村
🔥

令和５年度に向けた見直しのスケジュール

補償

✔建設

建築

測量

✔補償

建設

建築

測量

（ＣＰＤ取得単位の評価のイメージ）

包括的に評価 独立して評価

地域内★
＊

被災地域内の企業単体で十分に

施工体制が確保できる状況での

活用は想定されない。
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